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表土剥離の発生とACN発 泡性大型錠剤による防除効果
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1 は じ め に

北東北では戦前より「ぢぶた」と称する建藻,藍藻,接
合藻などによる表土剥離が通し苗代で問題とされたが,本
田ではあまり重要視されるほどでなかった`〕 。 しかし,最
近の乳苗や湛水直播などの普及には発生防止対策が必要で

ある。また,殺虫・殺菌・ 除草用の投げ込み剤,水口流入

剤の開発に伴って水稲に被害を及ぼすほどの発生量でなく

とも,こ れらの農薬の拡散阻害要因となり問題である。

表土剥離は天侯,日面水温,潅漑水の水質,減水深,代
かき後日数,肥沃度,基肥施用法などにより発生量や藻類

の種類が異なる。また,圃場条件によって発生 しやすいと

ころとしにくいところがあり,例年確実に再現することは

難しtヽ。

除草剤との関係ではトリアジン系化合物 (シ メトリン
,

ジメタメトリンなど)の混合剤では発生を抑制するが,プ
レチラクロールやピラブレートなどでは助長する傾向があ

る。小浦ら2)は
表土剥離の発生程度とACN発泡性大型錠

剤の効果について検討し,被度にして30%以上が浮上する

と防除効果が低下するとしている。1980年に千葉
1)はACN

粒剤と初期剤を混合することにより表土剥離の防止効果を

認めた。ここでは表土剥離の発生条件とACN発泡性大型

錠剤による防除効果について検討した。

2試 験 方 法

調査 1:1993年 と1994年 に大曲市,横手市,神岡町など

仙北地方の農家水田において表土剣離の発生実態を秋耕の

有無,施肥法,潅漑水温,天候などとの関係で調査した。

試験 1:1992年 に日植調秋田試験地水田 G秋田県神岡町)

を畦畔板で 7m× 71m‐約50ピ に仕切 り,移 植後 7日

表 1 1993年 の気象条件と表土剥離発生程度

天  候
日照時間
平均地温豪

降 水 量

発生

注 ・ :堆肥区のCNP・ ダイムロン粒剤散布区全体の浮上被度(午後0～ 1時観測)
豪:1時間ごとの土壌表面温度の平均値

くもり くもり くもり くもり  雨   晴  くもり くもり くもり
3 7     36     62     33     03    11 3     5 8     08     43
154    145    15 2    174    153    19 1    177    126   138

000380000
000005005

(表土剥離発生始期)及び15日 (浮上始期)に 中央部に

ACN発泡性大型錠剤 (AKD-7036J,ACN 1 9%)を
1個 (20個 /10a)投入して,拡散の良否と表土象1離防止

期間を調査 した。

試験 2:東北農試水田利用部水田 (秋田県大曲市)に お

いて,1993年 は堆肥 (lt/10a)施 用区と化学肥料区

(N,P,K各 7瞼/10a)を設け,1994年 は堆肥+リ ン酸

施用区を設け,と もに畦畔板で3 mx166m=約50ご に仕

切り,移植 2日 後から13日 後までACN発泡性大型錠剤を

片側から3■ の位置に投入 した区と無処理区を設けた。 2

日後に水稲用の粒剤,乳剤,フ ロアブル剤,ジ ャンボ剤 ,

(初期剤,初中期一発剤)をそれぞれの処理適期に標準量

を処理 した。残草量は圃場中央の5m× 06m(2畦D=
3ごについて調査した。なお,処理時の水深は3～ 5clと しれ

3試 験 結 果

調査 1:表土剥離は1993年 より94年の方が多く,湿田地

帯で多くの発生がみられた。緑藻の発生は扇状地の水田で

多かったが,表土剥離は潅漑水の水温が高く,リ ン酸の多

い条件,基肥の表面施用田,水深の浅い平坦部の水ulで多

くみられた。秋耕の実施による表上剥離の増減については

明らかでなかった。また,沖積土でも火山灰土でも発生が

みられた。

土壌表面に膜ができ,水面上に小さな泡が生ずる発生始

期は移植 6～ 7日 後が多く,5～ 10cI角 にちぎれて浮上を

繰り返す最盛期は移植12～ 15日後であったが,天候,時間

により変動した。雨天,曇天では発生せず,晴天で発生が

多かった。晴天でも早朝に沈んで日中に浮き,時間により

浮上率が異なった。風が強いと剥離土壌が風下に集まって

堆積 し,そ の後新しい土壌表面に三度日,三度日の発生を
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みることもあった。

試験 1:ACN発泡性大型錠剤の拡散は良好で,表土剥

離発生始期処理で処理後15日 間,浮上始期処理で処理後 7

～10日間表土剥離の発生を抑制した。

試験 2:1993年 には田植え以降がやや低温で経過したた

め,堆肥区,化学肥料区とも均一な表土剥離の発生がなく,

浮上が少なかった (表 1)。 スポット的に出現 した発生頻

度では堆肥区における発生が多かった。

1994年 はリン酸の表面施用と移植後に晴天が続き,最高

水温も30℃を越えることが多く (図 1),表土剥離がどの

プロットでも均―に発生し,ACN発泡性大型錠剤の未投

入区では移植後13日～17日 に50%以上浮上した。このため
,

初中期一発剤の効果が劣った (表 2)。 その後,数 日雨天

が続き,移植18日 から21日 には発生がみられなかったので

除草剤の拡散に表土剥離は影響しなかった。ACNの無処

理区では22日後から2回 目の表土景」離,浮上力判察 された。

本試験のような矩形圃場ではACN発泡性大型錠剤の拡散

には時間がかかったが,投入 1日後には全体に広がり,表
土剥離を抑えた。表土景」離の抑制期間は概ね試験 1の結果

と一致 した。

表■劉離発生期円 夜 L劇離発生 jllFl

日最低日面水温

10          15          20          25   〈日)

移植後 日数

1994年 における田面水温の推移と表土剥離発生時期図 1

表2 ACN発泡性大型錠剤の表土剥離防止による各種除草剤の効果の向上

+5  プレチラクロー Og/
0

021
0

10
11
04
21
27
24

100

+    +9  TH-913STフ ロアプソレ

+   +13 NC-31lT粒

+    ■20  DPX-47ND lkg粒

―   除車剤無処理 1999
注 ':除草剤処理2日 前にACN発泡性大型錠剤を投入(+)

・・ :1994年7月 5日 (+49日 )調査
TH-913ST:イ マゾスルフロン(17%),ビ リブチカルプ(120%),ダイムロン(275%),NC-31lT:ピ ラゾス
ルフロンエチル(007%),メ フェナセット (35%),DPX-47ND:ベ ンスルフロンメチル(03%),DPX-47
(006%),シ ハロホップブチル(18%),テ ニルクロール(21%)

となると思われる。
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4 ま と め

水田の表上が剥離し,浮_Lし た上に除草剤が散布された

場合,除草効果にムラが生 じることが判明した。また,度  1)
重なる表土の更新は除草剤の処理層を破壌することになり

,

ノビエ等の後次発生の原因となった。初中期一発剤等の移  2)
植後10日 以降に処理する除草剤は早朝に散布することによつ

て,表土剥離による拡散阻害を回避することが可能である

が,例年表土剥離が多い圃場や1994年のように田植え期以

降高温の場合にはあらかじめ簡使なACN発泡性大型錠剤  3)
で発生を防止 しておくことが有効と判断された。

今後,水稲用除草剤を現在の3キ ロ剤から1キ ロ剤に移

行する際には表土剥離による除草剤の拡散阻害が更に問題
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